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歴史認識と教育基本法改悪の動き

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　笠原　十九司（都留文科大学・歴史学）

安倍晋三の歴史認識の原点をなすのは、第一は安保闘争のトラウマといえる。10万人が国会をとりまいた60年当時、安倍は６歳の幼稚園児だったが、祖父・岸信介は「悪玉どころか極悪人」とされ家はデモ隊にとりかこまれ、子どものあいだでは「安保反対ごっこ」といってデモの真似をする遊びがはやった。しかし、高校のとき先生が言う「安保反対」の理由は「うさんくさい気がした」という。以後、「間違っているのは安保反対をいう彼ら」との思いを強めた。それは反革新＝反左翼＝反共の意識となった。

第二はＡ級戦犯容疑者で祖父の岸信介にかわいがられ、その「政治的ＤＮＡ」受け継いだことだ。そのため彼は「昭和の妖怪」といわれた岸信介の再評価につとめ、その路線の継承をめざしてきた。「個々の歴史の事実の分析は歴史家にまかせるべきだ」などと言っているのは欺瞞であって、彼自身、岸を美化するために「Ａ級戦犯は国内法では戦犯ではない」、「その時代に生きた国民の目で歴史を見直す」などと言い、その敗戦コンプレックスを憲法、教育基本法改悪に向けてきた。

安倍の政治歴は、父・安倍晋太郎の死去により1993年に衆院議員になったことにはじまる。すぐに自民党の「歴史・検討委員会」、「終戦50周年国会議員連盟」、「明るい日本・国会議員連盟」などに所属することとなり、奥野誠亮、板垣正らウルトラ右翼のもとで「侵略戦争反対の国会決議」へのまきかえしや教科書の従軍慰安婦記述への攻撃をおこなってきた。2001年にはＮＨＫ番組の「シリーズ戦争をどう裁くか」に関連して、中川昭一とＮＨＫ幹部をよんでつるしあげ、番組改編を迫っている。

安倍内閣は大臣18人のうち、11人が「日本会議国会議員懇談会」（日本会議議連＝教育基本法、憲法改悪をめざす日本会議を全面的にバックアップ・連携する目的で1997年結成）のメンバー、首相補佐官の議員４名全員と官房副長官２名も同メンバーで「日本会議がジャックした安倍内閣」といわれる。また、「ブッシュ帝国主義に奉仕する『醜い国へ』」、「タカ派のつめ隠す改憲への『地ならし政権』」などと評されている。

ブッシュ政権は「９・11」を契機に一気にナショナリズムを高揚させ、「愛国法」を成立させ、言論の自由や人権をふみにじっているが、安倍政権にも厳重な警戒が必要だ。

